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概要 

本提案書は、日本における再エネ調達について状況の整理を行い、より国際基準に照らし合わ

せて透明性があり、魅力的な事業操業環境にするための提案を行うものである。 
再エネを企業が利用したいというニーズが高まっている。これは、投資家要請によって企業に

環境に関する質問書を送付し、回答を評価している国際 NGO である CDP（シー・ディー・ピー、

旧カーボンディスクロージャープロジェクト）の影響、加えて CDP 評価や投資家から「パリ協定

を守る世界において生き残る企業か」という判断基準となっている企業版２℃目標（SBT, Science 
Based Targets）を設定した場合、電力を再エネ化することが必須となってくること、そして再エネ

100%調達を宣言する RE100 に参加する企業が増えていることなどもその要因となっている。こ

れら SBT や RE100 などの２℃目標達成のための企業の行動リストは、国連気候変動枠組み条約

による NAZCA（Non-State Actor Zone for Climate Action、非国家主体による気候のための行動）プ

ラットフォームに統合されて、その進展をトラッキング（追跡）している。再エネを利用し、そ

れが CDP や SBT、RE100 にて評価可能となるためには、世界資源研究所（WRI）が中心に整備し

ている GHG プロトコルスコープ２ガイダンスに沿っていることが必要となる。GHG プロトコル

は GHG 排出量算定基準であり、スコープ２は企業が他社から購入した電力・熱・蒸気・冷熱と

いった二次エネルギーの生産に関わる間接排出、スコープ２ガイダンスはその企業基準(Corporate 
Standard)を改訂している位置づけである（本文の表 4 参照）。GHG プロトコルスコープ２ガイダ

ンスは、2015 年に企業の算定報告基準の追加的ガイダンスとして発行され、系統に入ったら混じ

ってしまう電力について、再エネを契約に基づいて利用する場合の計上方法を示している。スコ

ープ２ガイダンスが重視しているのは、同じ再エネ発電がダブルカウントされないことであり、

その効果的な手法として、トラッキングシステムを想定している。 
トラッキングシステムとは、再エネが 1MWh 発電されるたびに、電力は系統に、発電に係る基

礎情報はトラッキングシステムに入り、利用を主張する主体がシステム内で償却することで、2 重

の利用主張を回避する仕組みである。欧州では、EU 加盟国の国が指定する証明発行機関の連合

体が、運用規則や IT システムを共同で運用している。米国では、独立系統運用者(ISO)や地域系

統運用者(TSO)がトラッキングシステムも運用し、電力とともに属性価値についても、相互に接続

をしている。 
日本では、再エネの導入が遅れていたこともあり、トラッキングシステムは整備されていない。

日本で再エネを企業が選んで購入しようとした場合、現在利用可能な方法としては、①グリーン

電力証書を購入、②J-クレジット（再エネ由来）を購入、③非 FIT の再エネメニュー（大規模水

力）を購入、といった手段に限られている。なぜなら、FIT によって買い取られた電力について

は、属性価値が国民に薄く広く分けられていることから、企業がその価値を契約によって主張で

きないと整理されているからである。経済産業省では、2018 年 5 月から、2017 年 4～12 月分の

FIT 再エネについて、非化石価値証書を発行し、日本卸電力取引所において小売電気事業者が購

入可能とすることを計画している。これによって、④FIT の再エネメニューを購入、というオプ

ションが加わることになる。 
非化石価値証書は、FIT 再エネを購入可能とすることから、大変画期的な枠組みである。一方、

再エネか非再エネか（原子力、大規模水力も非化石価値証書発行対象である）の別しか消費者は

選択することができず、太陽光がいい、風力がいい、消費地に近い場所の電力がいい、といった

選択はできない。RE100 参加企業であるアップルなどでは、バイオマスについては持続可能な調

達がされているかの基準があるかなど、再エネであればすべていいというわけではない。日本市

場においては、満足のいく再エネ調達ができない状況は続く見込みである。 
本提案書では、日本においても、基礎的属性情報を含むトラッキングシステムを整備し、また、

①～④の調達手段のすべてが一元的に管理され、ダブルカウントがないことをシステム上も明ら
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かにする必要があることを提案している。 
そのために、LCS も参画し、経済産業省、環境省とも連携を図りながら、非 FIT 再エネについ

て自主的トラッキングの実証実験の進展を促すものである。 
 

 

本提案の主張概要 

 

Summary 
This paper summarizes how companies can procure renewable electricity in Japan which can be reported 

as market-based consumption in alignment with GHG (Green House Gas) Protocol Scope 2 guidance, and 
proposes a framework for information disclosure for better consumer choice which is to be established by a 
national tracking system. 

There is growing demand for renewable electricity all over the world, especially among large companies 
which report their environmental information through investor-requested disclosure platforms such as CDP 
(formerly the Carbon Disclosure Project). Institutional investors and asset owners especially in Europe are 
starting to integrate the climate performance of companies into their investment decision criteria. Science 
Based Targets (SBT) and Renewable 100% (RE100) are the most popular initiatives among non-state actors. 
The action lists developed by SBT and RE100 and others for holding the increase in global temperature to 
less than 2 degrees were integrated into the NAZCA (Non-State Actor Zone for Climate Action) platform by 
the UNFCCC. 

In order to claim consumption of renewables, CDP and the RE100 initiative call upon corporations to align 
with GHG protocol scope 2 guidance set by the World Resource Institute (WRI) and the World Business 
Council for Sustainable Development (WBCSD) which was published in 2015, as a revision to corporate 
reporting standards set in the 2000s and used widely by corporations for their GHG emissions calculations. 
Two methods are presented in the scope 2 guidance, specifically, a location-based method and a market-based 
method. In the location-based calculation, companies use a grid average emissions factor, and in the market-

企業の再エネ調達需要の高まり
CDP, RE100等

日本における再エネ調達手段（現状・近い将来）
1. グリーン電力証書
2. J-クレジット（再エネ由来）
3. 非FIT再エネ電力メニュー
4. FIT再エネ電力メニュー(2017.4分より非化石価値証書

によって購入可能)

課題
1. 一元的トラッキングシステムが存在しない
2. 非化石価値証書には発電源などの基礎的情報がない

提案
・自主的トラッキング実証実験（進行中）によって、まず

は非FIT再エネについての基礎的属性情報のトラッキン
グを試行。

・非化石価値証書等既存の証書についても、同様の仕組み
に移行する。
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based approach, companies use emission factors depending on their contractual measures. Criteria for eligible 
emission factors are given for the market-based method, and a hierarchy for factors is summarized, based on 
the principles of avoiding double counting and double claiming. 

Tracking systems are utilized in Europe, the U.S., and many other countries. They are typically operated 
using IT registry systems where generation facilities produce basic information (a certificate) of their 
renewable electricity production for every 1 MWh. Consumers claiming for the use of renewable electricity 
have to retire the certificate, so that there will be no double claiming and double counting. In Europe, national 
governments appoint “issuing bodies” for the basic data, which is called Guarantee of Origin, while the 
Association of the Issuing Bodies (AIB) runs the European Energy Certificate Standard (EECS). In the U.S., 
ISOs and TSOs run Renewable Energy Tracking Systems, and not only their grids, but also their tracking 
systems are interconnected.  

In Japan, deployment of renewable energy was somehow not developed until the Fukushima accident, 
followed by the introduction of Feed-in Tariffs in 2012. As a result, tracking systems have not yet been 
discussed. If you want to procure renewable electricity in the Japanese market, you can purchase 1) green 
energy certificates or renewable J-credits which are unbundled from the electricity itself, and strictly overseen 
by the government or a public institute, or 2) renewable electricity products. For the retailers of electricity, 
renewable attributes from renewable electricity under the FIT scheme can be purchased through non-fossil 
value certificates starting in May 2018. The purpose of non-fossil value certificates is to enable new electricity 
retailers to buy non-fossil power, since they are obliged to achieve at least 44% of non-fossil electricity by 
the year 2030. Non-fossil certificates will be produced according to the power generation statistics gathered 
by ISOs in Japan for every three months, and retailers can purchase certificates to make renewable electricity 
products and sell them to electricity consumers. The revenue from this will be used to reduce the burden 
levied to the electricity tariff. 

Non-fossil value certificates enable electricity consumers to purchase renewable electricity through the 
FIT system, and widen opportunities for companies to purchase renewables. However, non-fossil value 
certificates only convey information about whether energy has been generated from renewables, or from 
other non-fossil energy sources (namely nuclear and large hydro), so consumers cannot choose the types of 
renewables, the location, or the starting year of the facility. There is growing interest from RE100 companies 
in choosing the types of renewables, such as sustainability in procurement of biomass fuels, or the 
additionality of the facilities. The situation will improve with the introduction of non-fossil value certificates, 
but the environment for global companies for the procurement of renewables in Japan remains unsatisfactory. 

In this report, we suggest the non-fossil value certificate system to convey basic information such as energy 
source, facility information, etc. Furthermore, national integrated tracking systems are necessary in order to 
show that there cannot be double counting. 

The Center for Low Carbon Society Strategy will be discussing these issues with stakeholders and aiming 
to develop an integrated tracking system in Japan. 
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1. 背景 

1.1 世界における再エネ電力拡大 
再生可能エネルギーの普及が、急速に進んでいる。 
1990 年代のドイツに始まった固定価格買取制度を経て、風力や太陽光の発電コストが大幅に下

がったからである。ヨーロッパでは、すでに固定価格で保護する時代は終わったということで、

政策としては、入札によるさらなるコスト低下が始まっている。 
太陽光や風力といった、「自然まかせ」の変動型電源の比率も、2016 年現在でデンマークでは

約 45%まで高まっている（図 1 参照）。瞬間的な比率ではなく、年間の発電電力量に占める、太陽

光と風力の割合である。IEA による予測では、これが 5 年後の 2022 年には約 70%にまで高まっ

ていると予測している[1]。デンマークほどではないものの、アイルランド、スペイン、ドイツも、

年間発電量に占める太陽光・風力の比率はすでに 20%程度に達している。ヨーロッパはそんな時

代に入っているようだ。 
 

 
出典：“Renewables 2017”, International Energy Agency, 2017 年 10 月[1]. 
© OECD/IEA Renewables 2017, IEA Publishing, Licence: www.iea.org/t&c 

図 1 年間発電量に占める変動再エネ(太陽光・風力)の占める割合，2016 年(実績)・2022 年(予測)[1] 
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1.2 日本の再エネ電力の課題と企業からの需要の重要性 
日本も、2012 年の固定価格買取制度のスタートによって、メガ・ソーラーがブームとなり、コ

ストも大幅に下がったものの、まだまだ太陽光のコストはヨーロッパの約 2 倍（設備コストによ

る比較、図 2 参照）、風力は 1.6 倍（発電コストによる比較）である[2]。経済産業省では、太陽光

については工事法の最適化や、風力については大規模化によってコスト低減を目指すとしている

[2]が、そのためには、技術開発[3]、事業に規制や見えない障壁などの障害を解決することに加え、

再生可能電力への需要が高まることが必須である。 
 

 

図 2 太陽光発電(非住宅用)のシステム価格 日欧比較[2] 

 
 
1.3 本提案書：企業からの需要を日本でも顕在化するための政策提言 
再生可能エネルギーへの需要を大規模に拡大する動きである RE1001)[4]や、温室効果ガス排出

を含めた企業・都市の気候変動対策を投資家に対して開示する CDP2)[5]（シー・ディー・ピー、

旧カーボンディスクロージャープロジェクト）への開示に際する GHG 排出量の削減に再エネ調

達分を計上することができるようになったことで、本提案書では、世界的に再生可能エネルギー

への企業からの需要が拡大していることを紹介し、日本における企業の再エネ潜在需要が、どう

したら顕在化できるかについて、提案を行う。 
 
  

                                                        
1) 3.4 節参照。企業がグローバルな操業にかかる電力の 100%を再エネ源によることを宣言するイニシアチブ。英

国に本拠地のある NGO である The Climate Group と CDP が主宰している。 
2) 2.1 節参照。投資家要請により投資対象となる企業に共通の気候変動・水・森林コモディティについての質問

書を送付し、分析する等の活動を行う英国に本拠地のある NGO。 
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1.2 日本の再エネ電力の課題と企業からの需要の重要性 
日本も、2012 年の固定価格買取制度のスタートによって、メガ・ソーラーがブームとなり、コ

ストも大幅に下がったものの、まだまだ太陽光のコストはヨーロッパの約 2 倍（設備コストによ

る比較、図 2 参照）、風力は 1.6 倍（発電コストによる比較）である[2]。経済産業省では、太陽光

については工事法の最適化や、風力については大規模化によってコスト低減を目指すとしている

[2]が、そのためには、技術開発[3]、事業に規制や見えない障壁などの障害を解決することに加え、

再生可能電力への需要が高まることが必須である。 
 

 

図 2 太陽光発電(非住宅用)のシステム価格 日欧比較[2] 

 
 
1.3 本提案書：企業からの需要を日本でも顕在化するための政策提言 
再生可能エネルギーへの需要を大規模に拡大する動きである RE1001)[4]や、温室効果ガス排出

を含めた企業・都市の気候変動対策を投資家に対して開示する CDP2)[5]（シー・ディー・ピー、

旧カーボンディスクロージャープロジェクト）への開示に際する GHG 排出量の削減に再エネ調

達分を計上することができるようになったことで、本提案書では、世界的に再生可能エネルギー

への企業からの需要が拡大していることを紹介し、日本における企業の再エネ潜在需要が、どう

したら顕在化できるかについて、提案を行う。 
 
  

                                                        
1) 3.4 節参照。企業がグローバルな操業にかかる電力の 100%を再エネ源によることを宣言するイニシアチブ。英

国に本拠地のある NGO である The Climate Group と CDP が主宰している。 
2) 2.1 節参照。投資家要請により投資対象となる企業に共通の気候変動・水・森林コモディティについての質問

書を送付し、分析する等の活動を行う英国に本拠地のある NGO。 
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2. 投資家要請による企業の環境情報開示の流れと再エネ調達のための要件 

2.1 投資家要請による企業の環境情報開示(CDP)と GHG プロトコル 
企業がどれだけ気候変動対策に取り組んでいるかを知りたい、という投資家の要請に応えて、

英国に本部のある国際 NGOである CDP[5]は、2003年から、大企業に対して毎年質問書を送付し

てきた。それぞれの企業が発行する環境報告書では、比較可能ではないことから、同じ質問書に

答えてもらおうというものだ。14 年目にあたる 2017 年は、800 以上の機関投資家からの署名の

もと（図 3参照）、日本の 500社を含む世界全体で約 5,600社が回答要請を受け（気候変動投資家

質問書の場合）、うち 2,452社が回答した[5]。署名機関投資家の運用資産総額 100兆米ドルを超え

ており（図 3参照）、日本でも 12社が署名している[5]。 

 
出典：CDP提供 

図 3 CDP 署名機関数の推移[5] 

 
最新の 2017年調査について、図 4にまとめた資料を示す。投資家要請の下、5,600社が気候変

動質問書を送付され、半数弱の 2,400 社が回答している。また、企業が自らのサプライヤーに質

問書を送付するサプライチェーンプログラムを通じた開示については、9,600 社が質問書を送付

され、約半数の 4,800社が回答している。また、CDPを通じた開示企業数の 2003年からの推移を

図 5に示す。 
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出展：CDP提供 

図 4 CDP 質問書の送付数と回答数（企業向けについて、2017 年調査）[5] 

 

 
出展：CDP提供 

図 5 CDP を通じた開示企業数の推移[5] 

 
CDP の気候変動についての質問書では、気候変動に対して管理体制はどうなっているか、戦略

はどうなっているかという定性的質問に加え、温室効果ガス排出量を問う質問もある（表 1 参照）。

CDP では、排出量算定の際に、世界資源研究所(WRI, World Resource Institute)[6]と持続可能な開発

のための世界経済人会議(WBCSD, World Business Council for Sustainable Development)[7]が策定し

機関投資家スキーム

質問書

回答

＜投資家数とAUM＞
CC：８０３社（１００兆ドル）
水：６３４社（６９兆ドル）
森林：３８０社（２９兆ドル）

＜SCメンバー企業数＞
CC：9６社
Water：34社
森林：8社

合計購買力:3兆ドル

CC:約4800社 （9600社送付）
水：約1600社 （3500社送付）
森林：90社 （250社送付）

サプライチェーン

回答企業数と送付数

CC: 約2400社（5600社送付）
水： 約700社（1400社送付）
森林: 約200社（800社送付）

サプライヤー回答数と送付数

企業
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ている GHG プロトコル[8]と呼ばれる排出量算定の基準を使うことを推奨しており、温対法に基

づく方法論による排出量算定についても報告は可能であるものの、大きな流れは GHG プロトコ

ルに準じている。GHG プロトコルは、1990 年代後半から検討・策定が始まっており、日本の温

暖化対策法による企業の算定報告義務が開始した 2006年より早く策定が進んでいる。 

表 1 CDP 質問書の内容一覧（気候変動） 

気候変動管理 

１．ガバナンス 

２．戦略 

３．排出削減目標・活動 

４．コミュニケーション 

リスクと機会 
５．気候変動リスク 

６．気候変動機会 

排出量3) 

７．排出量算定方法 

８．排出量データ 

９．スコープ 1排出量内訳 

１０．スコープ２排出量内訳 

１１．エネルギー 

１２．排出実績 

１３．排出量取引 

１４．スコープ３排出量 

 
GHGプロトコルが公表している算定基準について、表 2に示した。企業の温室効果ガス排出量

の算定方法全般を扱ったのが、「企業基準」である。 

表 2 GHG プロトコルの算定基準一覧 

 英語名 対象 

A.企業基準 Corporate Standard 企業・他組織 

B.都市用GHGプロトコル GHG Protocol for Cities 都市・コミュニティ 

C.削減目標基準 Mitigation Goal Standard 国家・都市 

D.企業バリューチェーン（スコープ
３）基準 

Corporate Value Chain (Scope3) 
Standard 

企業・他組織 

E.政策と行動についての基準 Policy and Action Standard 国家・都市 

F.製品基準 Product Standard 企業・他組織 

G.プロジェクト規範 Project Protocol 企業・他組織、国家・都市 
出典：GHGプロトコルウェブサイト[8]より作成  

                                                        
3) スコープ１排出量、スコープ２排出量、スコープ３排出量については、後述（表 3下の本文）を参照。スコー

プ１は企業のバウンダリ内における直接の温室効果ガス排出であり、主に燃料の燃焼によるものである。スコ

ープ２は、購入した二次エネルギーの製造時に排出される間接の温室効果ガス排出、スコープ３はバリューチ

ェーンを通じた間接の温室効果ガス排出である。 
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企業に関する GHG プロトコルについては、①企業レベル、②製品レベル、③プロジェクトレ

ベルについて定めており、①については、表 2の AとD、②については F、③については Gが該

当する。企業レベル、製品レベル、プロジェクトレベルのそれぞれの概要について、表 3に示し

た。 

表 3 GHG プロトコル企業に関する基準のレベルと概要 

①企業レベル 
(表 2の A, D) 

GHGプロトコル企業算定報告基準（企業基準）は、企業のインベントリを算定する
際の算定・報告の基準的なルールをまとめています。企業基準は、組織の操業の

すべての排出について定義・分類しています。（“企業”という言葉は、企業基準と

スコープ２ガイダンス4 )を利用するすべての組織を指すものとして利用していま

す。） 
企業基準をもとに、GHGプロトコル企業バリューチェーン（スコープ３）算定報告基
準では、他の間接排出（スコープ３）について、包括的インベントリを開発する際の

追加的要件やガイダンスを示しています。 
②製品レベル 

(表 2の F) 
GHG プロトコル製品ライフサイクル算定報告基準（製品基準）では、企業が製品・

サービスのすべてのライフサイクル（原材料の採掘から製品の廃棄まで）におけ

る排出インベントリをどのように開発するかについて示しています。 
③プロジェクトレベル 

(表 2のG) 
GHG プロトコルプロジェクト算定（プロジェクトプロトコル）では、企業が特定の排

出削減、将来の排出回避、排出回収といったプロジェクトの GHG 影響を定量化

するかについて示しています。 
出典：GHG プロトコル[8] 
 
 
GHG プロトコル企業基準では、GHG 排出を、企業の操業地における直接排出である「スコー

プ１」、他社から購入した電力・熱・蒸気・冷熱といった二次エネルギーの生産に関わる間接排出

である「スコープ２」、バリューチェーンを通じたスコープ２以外の間接排出である「スコープ３」

に分けている。スコープ３については、カテゴリ１から１５まで分かれており、購入した原材料

や部品などの生産に関わる GHG 排出量や、雇用者の通勤、販売した製品の使用といった企業活

動全般に関わる GHG排出量が含まれている（図 6参照）。 
  

                                                        
4) スコープ２ガイダンスについては、2.2節参照。 
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図 6 GHG プロトコルにおけるスコープ１・２・３とスコープ３各カテゴリの概要[9] 

GHG プロトコル「企業基準」のもと、より詳細な内容を定めるガイドラインとして、購入した

電力・熱・蒸気・冷熱からの間接排出（スコープ２）の算定方法について、特に近年欧米で進ん

でいる再エネを契約によって選んで購入した場合の算定について、2015 年に「スコープ２ガイダ

ンス」[10]が策定・公表された。「スコープ２ガイダンス」について、次節で説明する。 
 
2.2 GHG プロトコルスコープ２ガイダンス[10] 
スコープ 2 ガイダンスは、企業基準への修正(Amendment)との位置づけであり、企業基準の電

力・熱・蒸気・冷熱といった購入エネルギーからの間接排出（スコープ２）に関わる算定・報告

は、企業基準(Corporate Standard)ではなく、スコープ２ガイダンスに従うべきという位置づけであ

る。表 4 に、企業基準とスコープ２ガイダンスの差異についてまとめた表を示す。企業基準をス

コープ２ガイダンスが改訂しているという位置づけであることから、スコープ２ガイダンスに示

す内容に従う必要がある。 
なお、GHG プロトコル文書においては、shall は最も強い必須を表す表現であり、should につい

ては推奨条件であるが必須ではない場合、may は可能であるという許容を示すものであると定義

づけられている。Required については shall と同様の必須条件、needs は should と同様の推奨条件、
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ガイダンスでは、企業のスコープ２排出量について、マーケット基準法とロケーション基準法

を分けて、2つ報告することが推奨されており5)、それらが混在していた企業基準から大きな変更

点があることがわかる。加えて、電力消費量についても、開示が推奨され、再生可能電力につい

ては排出量ゼロとすることで統一すること（日本の温対法では、回避された排出量分を“差し引

く”処理を推奨している）が明示されている。 
 

表 4 スコープ２ガイダンスによってスコープ２算定に加わった事項 

項目 企業基準に示された内容 スコープ２ガイダンスに示された内容 
活動量(kWh)
データの入手

方法 

電力会社からの請求に基づく 企業基準からの変更はないが、自家消費(on-site 
consumption)や、ネットメータリング6 )を含む販売

についてガイダンスが追加されている（文献[10]第
5章）。 

活動量(kWh)
データの開示 

必要なし。 インベントリの範囲（バウンダリ）における電力消費

量を開示しなくてはならない(should)。 
排出原単位 エネルギー源や供給事業者が

特定されたものが最も望ましく、

次が系統平均という階層が示さ

れている。 

スコープ２算定の 2つの異なる方法が必要とされ、
それぞれの方法について、どのようなものが好まし

いかについての階層構造が示されている。 

グリーン電力

プログラム：ど

の手法が計上

可能か 

IBM が地域の電力供給事業者

であるオースティンエナジー社と

協働し、スコープ２の排出を削減

するために、再エネを購入してい

る事例を示している。 
電力公社の事例として、シアトル

都市電力が、原単位の情報を消

費者に提供している事例が紹介

されている。 
アルコア社が、米国において

REC(Renewable Energy 
Certificate(再生可能エネルギー
証書))を購入し、回避された排出
を推計して排出削減を計算する

事例が紹介されている。 

マーケット基準法においては、グリーン電力プログ

ラムだけでなく、マーケット基準スコープ２を計算す

る際に使うことができる様々な契約的手法を示して

いる。それには、以下のものが含まれる。 
・エネルギー属性証書（GOs(原産地証明), RECs） 
・他の手法やエネルギー属性証書がない場合の電

力 購入契 約 (Power purchase agreements, 
PPAs)といった直接契約 
・供給事業者固有の排出原単位 
・残りのミックス（例：上記３種の契約についての情

報を全体から引いたあとの排出原単位） 
ガイダンスには、世界におけるそれぞれの契約の

事例が提供されている。 

出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10] 
  

                                                        
5) マーケット基準法、ロケーション基準法については、表 5参照。 
6) 住宅用などの分散型太陽光発電システムの発電量から、電力消費量を差し引いて余剰電力量が発生した場合、

余剰分を次の月に繰り越せる、つまり、消費量を発電量で「相殺」する仕組みである。この制度では、ネット

メータリングの総設置容量に関し、法律で上限を定めている。上限は、キャップ(CAP)とも呼ばれる。 
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表 4 スコープ２ガイダンスによってスコープ２算定に加わった事項(続き) 

項目 企業基準に示された内容 スコープ２ガイダンスに示された内容 
契約的手法の

要件 
要件の設定なし。 すべての契約的手法は、マーケット基準法による

計算で利用するためには、スコープ２品質要件を

満たさなくてはならない(shall)。スコープ２品質要
件を満たさない場合、マーケット基準法による合計

を計算する際には、他のデータ（文献[10]表 6.3）を
代わりに利用しなくてはならない(shall)。こうするこ
とで、マーケット基準法によって報告しなくてはなら

ない企業のすべてが、何らかの利用できるデータ

の選択肢があることになる。 
グリーン電力

購入の算定 
直接的な要件はなし。ただし、米

国の REC を利用した回避排出

量の考え方による計算と削減の

事例を紹介。 

契約に基づくいかなるエネルギーまたはエネルギ

ー属性の購入は、他の製品情報と同じように、回

避された排出量を推計して差し引くのではなく、トン

GHG/生産単位(ここでは kWh)といった排出原単
位によって、スコープ２において扱う必要がある

(shall)。企業は、契約的手法から得られた排出原
単位を、利用した手法の範囲に入っているエネル

ギー消費量(活動量)にかけることになる。 
報告の要件 GHG(温室効果ガス)それぞれに

加えて CO2換算の結果もスコー

プ２について１つ計算する。 

企業が、電力商品別、ないしは電気事業者固有の

データを提供している市場で操業している場合、そ

の企業はスコープ２のデータを 2 つの方法で算定・
報告しなければならない(shall)。2 つの方法とは、

ロケーション基準法と、スコープ２品質要件を満た

したマーケット基準法に基づくものである。もし企業

が、電力商品別、ないしは電気事業者固有のデー

タがない市場でのみ操業している場合、ロケーショ

ン基準に基づいた 1 つのスコープ２の結果のみ報
告しなければならない(shall)。 
企業は、目標設定、追跡、目標達成したという主張

の際、そしてスコープ３または製品レベルのことを

示す際、どちらの算定方法を使ったかを特定しなく

てはならない(shall)。 
企業は、どんな証書を使ったか、エネルギー発生

設備の特徴、政策的背景など、契約的手法につい

ての主要な特徴を開示することが求められる

(should)。 
出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10] 
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では、マーケット基準法とロケーション基準法はどのようなものなのであろうか。表 5 には、

両方の定義や、どの排出原単位を使うべきか等をまとめている。 
マーケット基準法では、契約的手法である、グリーン電力証書7 )、グリーン電力料金（商品）、

電力購入契約（PPA, Power Purchase Agreement）等、わざわざ電源や種類を指定して、小売事業者

と契約をしたものを反映するものであり、ロケーション基準法は、系統全体の排出原単位を利用

する。ロケーション基準法は、再エネについても系統としてバックアップ電源を保有したり、バ

ランシングに活用したりについても反映することから、両方法優劣があるわけではなく、両方を

報告することを推奨している。 
 

表 5 マーケット基準法とロケーション基準法の比較 

 マーケット基準法 ロケーション基準法 
定義 GHG 排出報告者が契約を通じて、

契約的手法と一緒になった電力、ま

たは契約的手法のみを購入した発

電事業者によって排出された GHG
排出に基づいて、報告者のスコープ

２GHG排出量を定量評価する手法 

決められた地域、準国家、国といっ

た範囲（バウンダリ）といった地理的

場所についての、平均的電力の排

出原単位に基づいて計算されたスコ

ープ２排出の定量評価手法 

排出配分方法 スコープ２品質要件に合致する契約

的手法に示されるGHG排出原単位
を利用 

定義された地理的範囲、期間につい

ての平均的排出原単位を利用 

何に適用するか 電力商品または供給事業者固有の

データが、契約的手法の形となって

いる、消費者選択をもたらす市場で

の活動すべて 

全電力系統 

何を示すのに有効か ・個別の企業による購買行動 
・電力供給事業者や供給事業者に

影響を与える機会 
・時には法的に強制力のある権利主

張のルールを含む契約的関係の

形で示されるリスク/機会 

・市場のタイプに関わらず、操業を実

施する系統のGHG原単位 
・エネルギー集約的部門における集

約的 GHG パフォーマンス（例え

ば、電車とガソリンまたはディーゼ

ル車による移動の比較） 
・地域の系統資源や排出に応じたリ

スク/機会 
扱わないこと ・電力利用が発生した地点での平均

的排出 
・差別化をしている電力商品やその

購入、他の契約 
出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10] 
  

                                                        
7) 風力や太陽光、バイオマスなどの再生可能エネルギーで作ったグリーンな電気が持つ「環境価値」を「証書」

化して取引することで、再生可能エネルギーの普及・拡大を応援する仕組み。詳細は、例えば、

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/greenenergy/参照。日本でも 2000 年よりグリーン電力証書が発行されてい

る。 
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なお、マーケット基準法で利用する排出原単位については、“スコープ２品質要件(Scope2 Quality 
Criteria)”を満たす必要がある。スコープ２品質要件については、表 6 に原文からの日本語訳を掲

載した。 
まず、すべての契約的手法に必要な要件として、排出原単位情報が付帯しており、また、その

排出原単位属性の権利を主張する唯一の契約的手法であること（ダブルカウントの禁止）、トラッ

キング（追跡）されていて権利を主張する主体のために償却されていること（ダブルカウントの

阻止）、時期として電力消費の発生時点と近い時点での発電であること、同じ市場内（ヒアリング

によると、系統がつながっていることが基本で、または同じ市場の仕組みである場合も可能であ

るとのことである）で発生した属性であること、が要件として記されている。 
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表 6 スコープ２品質要件 
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8) グリーン電力メニュー, サプライヤー（電気事業者）との契約。表 15 参照。日本でも、温対法に基づく排出
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の権利が主張された電力以外についての平均的排出係数である。再エネ分の権利が主張された場合、一般的に

は残渣ミックスの排出係数は高いものとなる。 
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表 6 スコープ２品質要件(続き) 

加えて、発電事業者から直接電力を買っている、またはオンサイトの発電設備の電気を使っている企業の

要件(shall) 
7. すべての排出量の権利主張をされた契約的手法については、報告主体のみに移転することを保証し
なくてはいけない。それ以外の手法が契約で扱っているものと同じ電力の権利を他の最終消費者に

移転してはならない。設備からの電力は GHG 排出原単位の権利を、他の電気事業者が配電時に利

用してはならない。 
最後に、いかなる契約的手法をマーケット基準法で利用する際の要件は 
8. 修正を加えた、権利を主張されていない、公的にシェアされている電力の特徴を示す残渣ミックスの
原単位は、消費者のスコープ２計算に利用できるようにしなくてならない(shall)が、それがない場合は
報告主体がその旨を開示しなくてはならない(shall)。 

出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10]. 
 
欧州、米国や諸外国でのトラッキングシステムの状況については、後に詳述するが（2.3 節参

照）、ヨーロッパでは各国それぞれ１機関を管理機関として指名し、欧州全体での原産地証明を IT
管理するシステムを運用している。米国では、独立系統運用機関(ISO, Independent System Operator)
や地域送電機関(TSO, Regional Transmission Organization)がそれぞれトラッキングシステムを運用

しており、その多くが相互の運用地域で利用可能となっている。欧米以外については、非営利団

体である I-REC International が運用する基準と IT システムによるトラッキングシステムを、スペ

イン、トルコ、メキシコ、チリ、中国、台湾、インド、ホンジュラス、ベトナム、ウガンダなど

で利用している。 
日本については、FIT 対象以外の、主に自家消費した再エネについて証書を発行している、グ

リーン電力証書や再エネ J-クレジットが、それぞれダブルカウントを防ぐために厳格な運用をし

ているが、相互の互換性がなく、また、自動化が進んでいないことから、証書の価格が高止まり

しているという課題がある。 
加えて、残渣ミックスの排出原単位が自動的には出てこないという課題もあり、今後再エネが

徐々に増えていった際に、国際基準にのっとった再生可能エネルギー消費者選択ができない環境

になる恐れがある。 
表 7 には、利用が好ましい順に電力の排出原単位の種類を並べた「ヒエラルキー」と呼ばれて

いる表を示す。好ましさを示すものであり、一番上に示された特徴の排出原単位のみしか使って

はいけないというものではない。再生可能エネルギーを消費する側として、特に企業の場合は、

後述する RE100 や CDP 報告の際に、グリーンウォッシュとの批判を避けたいという、投資家や

消費者にアピールできる内容の再エネ電力を選びたいという需要があり、その場合にはヒエラル

キーの上位に位置する排出原単位が好まれるというものである。 
  



13

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

 技術普及編　グローバル企業による信頼性の高い再エネ調達のために

平成 30 年 3 月

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書 
 技術普及編  グローバル企業による信頼性の高い再エネ調達のために

平成 30 年 1 月 

12 
 

表 6 スコープ２品質要件(続き) 

加えて、発電事業者から直接電力を買っている、またはオンサイトの発電設備の電気を使っている企業の

要件(shall) 
7. すべての排出量の権利主張をされた契約的手法については、報告主体のみに移転することを保証し
なくてはいけない。それ以外の手法が契約で扱っているものと同じ電力の権利を他の最終消費者に

移転してはならない。設備からの電力は GHG 排出原単位の権利を、他の電気事業者が配電時に利

用してはならない。 
最後に、いかなる契約的手法をマーケット基準法で利用する際の要件は 
8. 修正を加えた、権利を主張されていない、公的にシェアされている電力の特徴を示す残渣ミックスの
原単位は、消費者のスコープ２計算に利用できるようにしなくてならない(shall)が、それがない場合は
報告主体がその旨を開示しなくてはならない(shall)。 

出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10]. 
 
欧州、米国や諸外国でのトラッキングシステムの状況については、後に詳述するが（2.3 節参

照）、ヨーロッパでは各国それぞれ１機関を管理機関として指名し、欧州全体での原産地証明を IT
管理するシステムを運用している。米国では、独立系統運用機関(ISO, Independent System Operator)
や地域送電機関(TSO, Regional Transmission Organization)がそれぞれトラッキングシステムを運用

しており、その多くが相互の運用地域で利用可能となっている。欧米以外については、非営利団

体である I-REC International が運用する基準と IT システムによるトラッキングシステムを、スペ

イン、トルコ、メキシコ、チリ、中国、台湾、インド、ホンジュラス、ベトナム、ウガンダなど

で利用している。 
日本については、FIT 対象以外の、主に自家消費した再エネについて証書を発行している、グ

リーン電力証書や再エネ J-クレジットが、それぞれダブルカウントを防ぐために厳格な運用をし

ているが、相互の互換性がなく、また、自動化が進んでいないことから、証書の価格が高止まり

しているという課題がある。 
加えて、残渣ミックスの排出原単位が自動的には出てこないという課題もあり、今後再エネが

徐々に増えていった際に、国際基準にのっとった再生可能エネルギー消費者選択ができない環境

になる恐れがある。 
表 7 には、利用が好ましい順に電力の排出原単位の種類を並べた「ヒエラルキー」と呼ばれて

いる表を示す。好ましさを示すものであり、一番上に示された特徴の排出原単位のみしか使って

はいけないというものではない。再生可能エネルギーを消費する側として、特に企業の場合は、

後述する RE100 や CDP 報告の際に、グリーンウォッシュとの批判を避けたいという、投資家や

消費者にアピールできる内容の再エネ電力を選びたいという需要があり、その場合にはヒエラル

キーの上位に位置する排出原単位が好まれるというものである。 
  

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書 
 技術普及編  グローバル企業による信頼性の高い再エネ調達のために

平成 30 年 1 月 

13 
 

表 7 マーケット基準スコープ２データヒエラルキーの事例 

以下に示されたデータの形式は、燃焼のみによる（直接の）GHG 排出率を意味するべきであり、MWh ないしは kWh あ
たりのメートルトンで示されるものである。報告主体は、マーケット基準法のデータ源がスコープ２品質要件に合致するこ
とを保証する必要がある。ここに掲載されたリストは、スコープ２品質要件に合致すると保証したものではなく、手法のタイ
プを示すものである。 
 

排出原単位 事例 精度 
エネルギー属性証書、ないしは

同等の手法（電力から分離、分離

されていない場合両方、電力契

約の形ないしは公益電力会社が

提供する場合） 

・REC:再生可能エネルギー証書（米国、カナダ、オース
トラリア等） 
・発電者宣言（英国）または電源開示 
・原産地証明(GO)(EU) 
・RECsやGOを伴う電力契約（PPAなど） 
・スコープ２品質要件を満たす他の証明手法 

 

電力購入契約(PPAs)や特定電
源との契約であるが、電力属性

証書が存在しない、ないしは利用

の主張に必要がない場合におけ

る電力の契約 

・NEPOOL(The New England Power Pool)や PJM以

外の米国における石炭など、特定の非再生可能電源と

の契約 
・証書（証明システム）が存在しない地域において、消費

者に属性を引き渡す契約 
・属性についてトラッキングや権利主張がされない地域

における、属性について関与しない電力契約 
サプライヤー/電力会社ごとの排
出原単位、例えば、標準的提供

商品や、差別化した商品（例えば

再エネ商品または料金）の原単

位であり、（できれば公的に）利用

可能な最良の情報を活用して開

示されているもの 

・小売り電力の消費者に配分し、開示されている排出原

単位であり、すべての販売電力について代表するもの

（サプライヤーが保有する設備以外についても含む、と

いう意味） 
・グリーンエネルギー料金 
・自主的な再エネプログラムないしは商品 

残渣ミックス（準国家、または国

家全体の）であり、エネルギー生

産データを利用し、自主的な購買

分を控除したもの 

・EUによる RE-DISS(Reliable disclosure systems for 
Europe)10)プロジェクトにおける計算値 

他系統平均排出原単位（準国

家、国家）－ロケーション基準デ

ータを参照 

・eGRID合計排出原単位（米国）11)。多くの地域では、消

費バウンダリを想定しています。eGRID では、移出入

を最小化するように地域分けをしています。 
・Defra系統年平均排出原単位（英国）12) 
・IEA国別電力排出原単位13) 

出典：GHGプロトコルスコープ２ガイダンス[10] 

 
この「ヒエラルキー」からわかることは、証書(certificate)と呼ばれている原産地証明(GO)や再

生可能エネルギー証書(REC)によって証明できるものが、最上位に来ていて、それ以外の証明

(certificate)を伴わない電力購入契約(PPA)や電力会社の自己申請によるグリーン電力メニューは、

                                                        
10) http://www.reliable-disclosure.org/static/media/docs/RE-DISS_2012_Residual_Mix_Results_v1_0.pdf参照[10]。 
11) http://www.epa.gov/cleanenergy/energy-resources/egrid/index.html参照[10]。 
12) https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/224437/pb13988-emission-

factormethodology-130719.pdf参照[10]。 
13) http://www.epa.gov/cleanenergy/energy-resources/egrid/index.html参照[10]。 

高い

低い
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低い位置にあるということである。日本では、証書(certificate)といったときに、グリーン電力証書

を意味すると誤解されることが多いが、欧米やトラッキングが整備された国では、1MWhごとに、

以下に示す基礎情報がトラッキングシステムに流され、再エネ価値を消費した消費者のために償

却が行われており、多くのグリーン電力メニューや電力購入契約(PPA)についても、トラッキング

を利用している。 
 
＜原産地証明(GO)にて証明が義務付けられている情報＞ 

1. 再生可能エネルギー源 
2. 発電期間 
3. 発電場所や容量 
4. 補助金や支援の程度 
5. 設備の稼動開始時期 
6. 発行日,発行国,ID ナンバー 

 
2.3 諸外国のトラッキングシステム 
以上、GHG プロトコルスコープ２ガイダンスでは、好ましい排出原単位として、欧米諸国にお

いて整備が進んでいるトラッキングシステムによる証明の活用を推奨している。以下、諸外国に

おけるトラッキングシステムの状況について、整理する。 
 
（１）欧州におけるトラッキングシステムの状況 
欧州では 2001 年の再生可能エネルギー指令のもとに、どのようなエネルギー源の電気を使っ

ているか、消費者側が知るための基盤である原産地証明(Guarantee of Origin, GO)の制度化が進め

られた[11]。2001 年の再エネ指令では、「GoO の運用、管理機関を各国 1 機関定める」と明記され

ており[12]、その後、管理発行機関(issuing body)が共同で、欧州エネルギー証明基準(EECS, European 
Energy Certificate Standard)を運用している。2001 年の再生可能エネルギー指令は、2010 年の再エ

ネ比率を定めるものであり、2009 年に、2020 年の目標を示した改訂再生可能エネルギー指令[13]
が発行された。指令の第 15 条(Article 15)では、「再生可能エネルギーから生産された電力・熱・

冷熱の原産地証明について(Guarantees of origin of electricity, heating and cooling produced from 
renewable energy sources)」、以下の内容が書かれている。 
 
＜2009 年 EU 再生可能エネルギー指令 第 15 条 再生可能エネルギーから生産された電力・熱・

冷熱の原産地証明について＞（本提案書著者訳） 
1. 最終消費者に、EU 指令 2003/54/EC 第 3 条 6 項に示すエネルギー供給事業者のエネルギーミ

ックスに占める再エネの割合を示すために、EU 加盟国は再生可能エネルギー源から生産され

た電力の原産地について、指令の意図や目的、透明性、無差別の要件に合致するかたちで、証

明しなくてはならない(shall)。 
2. その目的のために、加盟国は再生可能エネルギー源による電力の生産者からの要求にて、原産

地証明の発行をすることを保証しなくてはならない(shall)。加盟国は原産地証明について、再

生可能エネルギー源による熱や冷熱の生産者からの要求で発行できるようにすることも可能

である。そのようなアレンジについては、容量の最小値制限の対象として行うことが可能であ

る。原産地証明は、1MWh の標準量ごとに発行すべきである(shall)。それぞれのエネルギー

生産単位に対して、1 つ以上の原産地証明が発行されてはいけない(shall)。加盟国は、同じ再

生可能エネルギー単位に対して、1 度のみ計上されることを保証する必要がある(shall)。加盟

国は、生産者が原産地証明を受け取る場合、その同じ単位に対して支援が受けられないように

することが可能である。原産地証明は、加盟国の第 3 条（各国の再エネ目標シェア）への順守
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2.3 諸外国のトラッキングシステム 
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することが可能である。原産地証明は、加盟国の第 3 条（各国の再エネ目標シェア）への順守
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について、機能を持たない(shall)。原産地証明の移転については、物理的なエネルギーの移転

と同時であるかないかに関わらず、加盟国の統計上の移転、目標遵守のため、または第 5 条

（再エネ比率の計算）に示す再エネからの総最終消費の計算のための共同プロジェクト・共同

支援の枠組みには影響しない。 
3. 原産地証明の利用は、該当するエネルギー単位の発生から 12 か月以内である必要がある

(shall)。原産地証明は一度利用されたら償却しなくてはならない(shall)。 
4. 加盟国または指定された管理組織は、原産地証明の発行、移転、償却を管理しなくてはならな

い(shall)。指定された管理組織は、地理的責任範囲について重複があってはならず、生産、取

引、供給活動について独立である必要がある(shall)。 
5. 加盟国または指定された管理組織は、原産地証明の発行、移転、償却が電子的かつ正確に、信

頼性高く、詐称ができないように保証できるような的確な枠組みを整備する必要がある(shall)。 
6. 原産地証明では、以下のことを最小限特定する必要がある(shall)。 

(a) エネルギー源、生産開始年月日と終了年月日 
(b) 以下のどれに関するものか (i)電力、(ii)熱・冷熱 
(c) 設備の ID 番号、場所、設備のタイプや容量 
(d) 投資支援の支援を受けているか、受けている場合どの程度か、生産された電力の単位は

他の国家的支援の枠組みの支援を受けているか、受けている場合どのような枠組みか 
(e) 設備の運転開始年月日 
(f) 発行国、発行年月日、証明についての ID 番号 

7. 電力供給業者が指令 2003/54/EC の第 3 条の目的によって再エネ源からのシェアや量を証明

する必要がある場合、原産地証明を利用してそうすることができる(may)。 
8. 電力供給事業者から第三者に移転された原産地証明に該当するエネルギー量については、指

令 2003/54/EC の第 3 条第 6 項のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーに計上す

る量からは除外する必要がある(shall)。 
9. 加盟国は、他の加盟国が本指令に準拠して独占的に第 1 項と第 6 項(a)から(f)に示した要素の

証明として発行した原産地証明について、承認する必要がある(shall)。 
10. もし委員会が、原産地証明の承認が拒否された状況に根拠がないことを発見した場合、委員会

は該当加盟国に承認することを求める決定を採択することができる。 
11. 加盟国は、指令 2004/54/EC 第 3 条第 6 項に示された義務を守るために、地域の法律に即した

形で、原産地証明の利用の目的、透明性と差別をしないといった要件を導入することができる。 
12. エネルギー供給事業者が再エネ源からのエネルギーを、環境や他の再エネ源の便益に関係づ

けて消費者に販売する際に、加盟国はそれらエネルギー供給事業者に、まとまった形で、2009
年 6 月 25 日以降に設置や容量の追加がされたものの占める割合について、情報を入手可能と

することを求めることができる。 
 
このように、EU 指令の中で、原産地証明(GO, Guarantee of Origin)は定義され、義務付けられて

いる。また、上記第 5 項に示されている通り、電子的な管理についても、明記されている。 
上記再生可能エネルギー指令の第 15 条第 4 項で示す、「指定された管理組織」については、「地

理的責任範囲について重複があってはなら」ないことから、各国 1 機関が国（EU 加盟国）によっ

て指定されている。これら管理機関(Issuing Bodies)は、管理機関協会(AIB, Association of Issuing 
Bodies)[14]を形成しており、現在、オーストリア、ベルギー、クロアチア、キプロス、チェコ共和

国、デンマーク、エストニア、フィンランド、ドイツ、アイスランド、アイルランド、イタリア、

ルクセンブルク、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スロベニア、スペイン、スウェーデン、

スイスが加盟している。それぞれの管理機関については、スイスでは電力市場を規制・管理する

公的機関が担当しており、デンマーク、スイスでは系統運用機関、ドイツでは環境保護庁(UBA)
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が担当している。 
 

AIB ウェブサイト[14]には、その目的として、以下のように記されている。 
 
「AIB の目的は、標準化された“欧州エネルギー証書システム”EECS (European Energy Certificate 
System)を開発、利用、促進することである。EECS は、国際的な証明（証書）の枠組みについて

信頼性をもって運用できることが保証できるような構造と手続きに基づいている。このような枠

組みは、客観性、差別しない、透明性、コスト効率性といった要件を満たし、証書の国際取引の

基礎となるものである。国際的なエネルギー証書のさらなる交換を可能とするために、AIB は登

録簿間をつなげる通信ハブを運用している。」 
 
つまり、管理機関(Issuing Body)の協会として、国際的な取引が円滑に行われるようなルールや

枠組みの整備を行っているのである。また、EECS とは、以下のようなものであると記してある

[14]。 
 

「それぞれの EECS®の証書は、一意に特定可能で、移転可能で、よって取引可能である。そして、

エネルギー源や生産方法に関する標準的な情報を含むものである。 
欧州エネルギー証明システム(EECS)の運用の原則やルール（EECS®規則）では、証書を、それ

ぞれのエネルギーの発生のエネ源、方法を特定する電子的な文書であると定義しており、エネル

ギー源の開示、義務の達成といった特定の目的に関連して利用するものとしている。また、証書

保有者が、単独の要素の権利や証書を主張することを禁止している。 
証書は、注意深く開発し運用されている管理インフラである EECS®規則に基づいて、各国や各

地域の国内規則と合致するように解釈されたうえで、発行され、保有者を変え、最終的には移転

できないようにされる。この“解釈”の妥当性については、他の AIB メンバーによって保証を行

う。」 
 
つまり、EECS とは、原則やルールと管理インフラを示すものであり、AIB メンバーによって

運用されている原産地証明の発生・移転・償却を行う仕組み全体を指すものである。 
また、AIB は、2015 年から、残渣ミックスの係数を公表している。残渣ミックスとは、GO に

てトラッキングされている以外の電源構成を意味するものであり、図 7 にそのイメージ図を示し

た。 
2016 年の結果についてのレポート[15]については、各国別の GO 発行割合とともに、GO 発行

外の“残渣”の電源ミックスを開示している。（なお、EU のプロジェクトとして、電力がどこか

らきているかについての情報開示を進める RE-DISS プロジェクトが 2010 年 4 月から実施され、

当該プロジェクトにおいてパイロット的に 2009 年から 2014 年までの残渣ミックスが計算されて

いる。） 
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図 7 残渣ミックス(Residual Mix)のイメージ図[15] 
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以下に、最新の 2016 年の残渣ミックスの電源ミックス（図 8）と排出原単位（図 9）を示した。

例えば、再エネ比率が高いデンマーク(DE)においては、図 9 からわかるように、GO によって権

利が主張されている再エネが多いことから、残渣ミックスについては排出原単位が約 700g-
CO2/kWh（図 9 の CO2 Direct 参照）と、高いことがわかる14)。 
 

 

図 8 欧州各国の 2016 年最終残渣ミックス（詳細エネ源）[15] 

 
 

 

図 9 欧州各国の 2016 年最終残渣ミックスの排出原単位[15] 

  

                                                        
14) 再エネについて、利用を主張した分の比率が高いと、残り（残渣）の電源構成から再エネが減るため、一般的

には残渣ミックスの排出原単位が高くなる。 
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（２）米国におけるトラッキングシステムの状況 
米国では、環境庁(EPA, Environmental Protection Agency)によると[16]、①証明に基づいたトラッ

キングシステム、②契約形態でのトラッキング手法、の 2 つのトラッキングが受け入れられてい

る、としている。 
前者については、欧州の EECS と類似した、電子情報を自動的に IT システムに登録するトラッ

キングシステムである。後者は、日本でも実施されているような、個別の案件に対して認証機関

等が認証や検証を行うものである。 
前者については、再生可能エネルギー証明(REC, Renewable Energy Certificate)と呼ばれており、

発電 1MWh ごとに属性情報がデータベースに登録されるシステムである。米国では、図 10 に示

すように、10 のトラッキングシステムが運用されている[17]。米国では、再エネ割当(RPS, 
Renewable Portfolio Standard)制度を実施している州が多いが、その達成確認にも、トラッキングシ

ステムは利用されている[18]。 
システムごとに異なるものの、標準的には、属性として 1MWh ごとに以下の情報が証明

(Certificate)として発行され、データベースに格納される[16]。 
・再エネ設備の場所 
・発電技術 
・設備保有者 
・エネ源のタイプ 
・定格容量 
・設備の運開年 
・該当 MWh が発電された年月 
また、NEPOOL-GIS(New England Power Pool Generation Information System)と PJM-GATS(PJM 
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図 10 北米の再エネ証明トラッキングシステム[17] 

 

図 11 PJM-EIS の発電属性トラッキングシステムウェブサイト[19]  
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（３）その他地域で活用される I-REC International のトラッキングシステムの概況 
欧米で実施されているトラッキングと同程度に再エネ属性を適切に安価にトラッキングし、ダ

ブルカウントや詐称を防ぐシステムとして、非営利組織である国際再エネ証書基準(I-REC 
Standard, International REC Standard)[20]が、枠組みを提供している。 

I-REC Standard はオランダに本部があり、資金は個人、市場参加者、I-REC Standard の属性トラ

ッキングシステムを利用している証書発行機関からの寄付によって運営されている。 
I-REC Standard の運営について、事務局が示した枠組みについて図 12 に示した[21]。上層に位

置する基準(Standard)の部分については、運営規則などを決める枠組みであり、関係者から構成さ

れるアドバイザリグループと、I-REC Standard の組織がそれを担う。下層部分は、I-REC の市場で

あり、証書発行者(Issuer)は各国に 1 組織、非営利な組織が政府と協調のもと属性証書の発行者と

なる。発電機器の保有者(Device Owner)が、登録代行を行うコンサルタント等の仲介事業者

(Registrant)を通じて、発電機器を登録する。なお、発電機器が妥当であるかについては、発電機器

の検証(Device Verifier)や、発電データの検証(Production Data Auditor)を行う事業者の役割もある。 
 

 

図 12 I-REC Standard の運営枠組み[21] 

 
現在、I-REC Standard が認可した国と証書発行機関は表 8 に示す通りである。2017 年 7 月現在、

18 か国において I-REC Standard のトラッキングシステムが利用されており、ロシアにおいては議

論が進行中である。 
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表 8 REC Standard を既導入している 18 か国と検討中の 1 か国[22] 

国 証書発行機関 参考情報 
ブラジル Instituto Totum 登録は地域の証書発行機関を通じて行われる。地域の証書発

行事業者は、その事業者のウェブサイト 
(https://www.institutototum.com.br)に直接連絡することができ
る。該当する登録と発行に関する文書は、ポルトガル語と英語

でダウンロード可能である。 
チリ GCC15) 現在発行に制限はない。 
中国 GCC 国有の発電設備からの発電についてのみ証書発行が認可され

ている。国有の発電設備の多くは国または自治体に保有されて

いる。これらの制限についての詳細情報については、 I-REC 
Standardの事務局に問い合わせていただきたい。 

コロンビア GCC 現在発行に制限はない。 
ガテマラ GCC 現在発行に制限はない。 
ホンジュラス GCC 現在発行に制限はない。 
インド GCC 国の RPO（再エネ割当義務）との関係によって、I-REC 発行は

25MW 以上の容量の水力発電のみに制限されている。中央電

力規制委員会(CERC, Central Electricity Regulatory  
Commission)との議論中ではあるが、制限については課されて
いる。 

イスラエル GCC 現在発行に制限はない。 
マレーシア GCC 現在発行に制限はない。 
フィリピン GCC 現在発行に制限はない。 
シンガポール GCC 現在発行に制限はない。 
南アフリカ GCC/zaRECs 2017年 9月 1日現在、新たな発電設備の登録、全証書の発行

は GCC によって管理される。zaRECs との議論は進行中であ
る。 

台湾 GCC 現在、風力と太陽光以外についての証書発行のみが許可され

ている。これは台湾グリーン購入プログラムとの関係によってで

ある。 
タイ GCC 現在発行に制限はない。 
トルコ GCC 現在発行に制限はない。 
UAE GCC 地域の証書発行機関を通じて登録が行われる。地域の証書発

行機関はウェブサイトから連絡可能である (http://dcce.ae/i-
recs/)。 

ウガンダ GCC 現在発行に制限はない。 
ベトナム GCC 現在発行に制限はない。 
ロシア 
（審査中） 

市場委員会 
（予定） 

I-REC Standard 事務局はロシア当局の代表として市場委員会
と2016年5月25日に面会し、ロシアにおける I-REC Standard
の導入について議論を行った。当局は、自主的な導入が、エネ

ルギーや税の法制上妥当であるかについて検討中である。 
 

                                                        
15) GCC, The Green Certificate Company. URL: www.green-certificates.com/. 
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I-REC の登録簿には、登録されている発電システムについての基礎情報が閲覧できる。公開情

報と非公開情報は明確に分けられており、発電機の基礎情報については、一部が誰でも閲覧可能

である。 
図 13は、I-REC登録簿の公開部分データベースについて、閲覧した場合の画面を示したもので

ある。登録された機器として、ホンジュラスの太陽光発電のものの詳細を見るように設定した画

面である。場所やシリコンの太陽光パネルであること、2015年 7月 30日に運開し、同日に I-REC
登録簿に登録したことがわかる。 
 

 

図 13 I-REC 発電機登録簿の画面[22] 

 
2.4 まとめ 
投資家要請で企業に環境情報開示の共通の質問書を送付している CDP 質問書に対して、排出

量を削減したと回答することが高評価につながるものとして、企業から重視されている。なお、

排出量算定については、世界資源研究所(WRI)[6]と持続可能な開発のための世界経済人会議

(WBCSD)[7]が共同で作成している温室効果ガス排出量算定の方法論である GHG プロトコル[8]
が、標準的に利用されている。 
GHG プロトコルの企業基準には、2015 年に電力からの排出量について、契約に基づいた再エ

ネ等低炭素電源の利用を削減として計上できる「マーケット基準」と、系統平均の排出原単位を

利用して計算する「ロケーション基準」の 2つの方法に、購入電力の排出量算定方法を整理し、

両者の報告を推奨している。つまり、グリーン電力など、低炭素電源を選んで購入することで、

購入した企業のスコープ２（購入二次エネルギーによる GHG 排出）排出量は減らすことができ

るようになったのである。 
契約に基づいた「ロケーション基準」による排出量算定については、系統につながっている電

力は、一度系統に流してしまった場合識別不能となることから、系統に電力を 1MWh流すたびに、

同時にその 1MWh の電力の属性情報を IT システムに流す「トラッキングシステム」が、欧米等
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で 2000 年ごろから整備されてきた。欧州では、欧州再エネ指令(2001)に基づき、また米国では RPS
達成の算定のニーズもあり、行政または送電事業者が整備をしてきた。欧米以外については、非

営利組織である I-REC International が提供するトラッキングシステムが、18 か国で採用されてい

る。これらトラッキングシステムにて重視されているのは、ダブルカウントの防止である。同じ

電力の再エネ価値を、複数の人が主張しては、GHG 排出量の減少量が詐称される可能性があるか

らだ。 
投資家が GHG 排出量削減も投資対象の評価に入れており、再エネはその削減の重要な手段で

ある。再エネコストが大幅に下がった今、再エネを企業が大規模に購入することで、さらなる再

エネのコスト低下や普及が起ころうとしている。 
 

3. パリ協定前後の非政府主体の行動イニシアチブの動き（SBT16), RE100 など） 

3.1 パリ協定に向けた非政府主体への期待の盛り上がりと非政府主体の行動進捗をまとめる

NAZCA プラットフォーム 
非政府主体とは、国際交渉を行う国家/政府以外のことであり、企業、投資家、NGO 等を指す。

パリ協定の前年の 2014 年 12 月 13 日、COP20 の議長国であるペルー、COP21 の議長国であるフ

ランス、UNFCCC（国連気候変動枠組み条約）事務局、国連事務総長府によって、「リマ・パリ行

動アジェンダ(LPPA, Lima-Paris Action Agenda)」[23]が発表された。LPPA は、パリで 2015 年に行

われる COP21 に向けて、政府以外が主体となって始まった“行動”のイニシアチブに焦点をあて

るものであり、国家/政府以外が果たす役割に期待した行動のアジェンダである。 
パリ協定の前文には、「ありとあらゆる政府と様々な主体」が行動することの重要性が記述され

ている[24]。また、付録文書(FCCC/CP/2015/10/Add.1)には、非政府主体として、市民、民間、金融

機関、都市や他の準国家政府の行動を歓迎し、非国家主体気候変動活動(NAZCA, Non-State Actor 
Zone for Climate Action)についても言及している[25]。 

UNFCCC が運営する LPPA では、非国家主体気候変動活動(NAZCA, Non-State Actor Zone for 
Climate Action)[26]を運営しており、2017 年 11 月 9 日現在、2,508 都市、209 地域、2,138 社、479
投資家、238 市民社会団体(CSOs)がコミットメント（宣言）を行っている（図 14 参照）。 
  

                                                        
16) SBT(Science Based Targets)、3.2 節および 3.3 節参照。企業版２℃目標を認定するグループであり、CDP、

WWF、WRI（世界資源研究所）、国連グローバルコンパクトの 4 者で運営している。認定要件は公開されてお

り、IPCC や IEA の２℃シナリオに即した企業の応分相当のスコープ１、２の温室効果ガス排出削減目標を、

提出から 5～15 年時点の目標として設定することが必要である。スコープ３については、スコープ３がスコー

プ１、２、３の全体量の 40%を超える場合に、シナリオに沿う必要はないが、何らかの意欲的かつ定量的な目

標を持つことが要件となっている。 
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Climate Action)[26]を運営しており、2017 年 11 月 9 日現在、2,508 都市、209 地域、2,138 社、479
投資家、238 市民社会団体(CSOs)がコミットメント（宣言）を行っている（図 14 参照）。 
  

                                                        
16) SBT(Science Based Targets)、3.2 節および 3.3 節参照。企業版２℃目標を認定するグループであり、CDP、

WWF、WRI（世界資源研究所）、国連グローバルコンパクトの 4 者で運営している。認定要件は公開されてお

り、IPCC や IEA の２℃シナリオに即した企業の応分相当のスコープ１、２の温室効果ガス排出削減目標を、

提出から 5～15 年時点の目標として設定することが必要である。スコープ３については、スコープ３がスコー

プ１、２、３の全体量の 40%を超える場合に、シナリオに沿う必要はないが、何らかの意欲的かつ定量的な目

標を持つことが要件となっている。 
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図 14 NAZCA プラットフォームにてコミットメント（宣言）を行っている非政府主体の数（2017 年 11
月 9 日現在）[26] 

 
NAZCA プラットフォーム全体でのコミットメント（宣言）を種類別に分けると、表 9 のよう

になる（2017年 11月 9日現在）。様々な組織が行うイニシアチブが、NAZCAプラットフォーム

に登録され、非政府主体のアクションとして、まとめてとらえられている。 
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表 9 カテゴリ別コミットメントの数と協調的アクションの例 

カテゴリ コミット数 協調的アクションの事例 
排出削減 9,047主体 企業版２℃目標(SBT)17) 

Compact of Mayors 
Caring for Climate 

エネルギーアクセス・効

率化 
4,224 Caring for Climate 

Covenant of Mayors 
Global Energy Efficiency Accelerator Platform 

再生可能エネルギー 3,263 RE100 
Renewables LCTPi 
Covenant of Mayors 

レジリエンス 970 Cities Climate Finance Leadership Alliance 
Compact of Mayors 

カーボンプライスの利用 886 Business Leadership Criteria on Carbon Pricing 
民間融資 882 Business Leadership Criteria on Carbon Pricing 

Cities Climate Finance Leadership Alliance 
Climate Change Reporting and Fiduciary Duty 

交通 569 Urban Electric Mobility Initiative 
C40 Cities Clean Bus Declaration 

建築 515 Cement Sustainability Initiative 
森林 321 Remove commodity-driven deforestation 
短期汚染物質 118 Global Green Freight Action Plan 
イノベーション 24 Cement Sustainability Initiative 
農業 16 個別主体によるアクションのみ 
その他 178 Corporate Engagement in Climate Policy 

 
 
3.2 We Mean Business 連合 

NAZCA プラットフォームは、都市などを含む非政府主体全体についての進捗をまとめている

のに対し、企業・投資家に対する「２℃以下を達成するための行動リスト」をまとめているのが、

We Mean Business(WMB)連合である[27]（表 10 参照）。WMB 連合に登録されている行動リストに

ついては、そのほとんどが NAZCA プラットフォームにも登録されている。 
WMB 連合では、企業が２℃以下を達成するために有効な行動として、表に示した 12 の行動を

リストアップしている。 
企業版２℃目標(SBT, Science Based Targets)については、2016 年から CDP の質問書の評価対象

となったこともあり、設定を約束している企業とすでに設定した企業を合わせて 320 社、設定し

た目標が十分厳しいものであると認定された企業が 77 社となっている。 
いずれかの時点で自社の操業で利用する電力の 100%を再エネとすることを宣言する RE100 に

ついては、117 社が宣言を行っている。 
  

                                                        
17) 企業版２℃目標(SBT)、3.2 節および 3.3 節参照。SBT は Science Based Targets の略であり、環境省によって企

業版２℃目標と訳されている。 
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表 10 We Mean Business 連合が示している企業・投資家の行動リスト[27] 

  コミット数等* 主体組織 パートナー組織 
大幅な排出削

減 
企業版２℃目標(SBT)
を設定する 

320社 
（77社が
認定取得） 

SBT イニシアチブ CDP, 国連グローバル
コンパクト, WRI, WWF 

低炭素技術イニシアチ

ブ(LCTPi)に加盟する 
97社 WBCSD IEA, Sustainable 

Development 
Solutions Network 

低炭素エネル

ギーシステム

の構築 

RE100 (再エネ 100%
の宣言) 

117社 RE100 The Climate Group, 
CDP 

2005 年以降からの 25
年以内にエネルギー生

産性を倍にする 
(EP100) 

12社 EP100 The Climate Group, 
Alliance to save 
energy 

都市と輸送 持続可能なエネルギー

の市場を構築する 
21社 Below 50 WBCSD 

電気自動車とインフラ

整備を宣言 
10社 EV100 The Climate Group 

森林破壊の撲

滅 
コモディティ調達のため

のサプライチェーンを通

じた森林破壊を 2020
年までに撲滅する 

54社 CDP  

産業のカーボ

ンフットプリント

低下 

短期寿命気候汚染物

質**を減らす 
22社 BSR  

エネーブラー

（枠組み） 
企業の内部的カーボン

プライスを設定し、炭素

価格付け規制を支持す

る 

79社 CPLC (炭素価格付
けリーダーシップ連

合)*** 

CDP, 国連グローバル
コンパクト 

気候政策への企業のエ

ンゲージメントを宣言 
129社 国連グローバルコン

パクト, CDP, WRI, 
WWF, Ceres,  
The Climate Group 

 

TCFD提言****の実施 162社 CDSB*****  
レジリエンス 水セキュリティ 47社 水と気候に関する企

業同盟(BAFWAC) 
国連グローバルコンパ

クトの CEO水指令, 
CDP, SUEZ, WBCSD 

*2017年 11月 10日時点の数。 
** methane, black carbon, tropospheric ozone or hydrofluorocarbons (HFCs). 
***世界銀行が主導で、CDP等と協働している連合組織。 
****G20 のもと設置された金融安定理事会がタスクフォースを作ってまとめた気候変動関連財務情報開示に関す

る提言。 
*****Climate Disclosure Standard Board: 気候変動関連情報を有価証券報告書と統合する際の方法についてま

とめているグループ. CDP内に事務局設置。 
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3.3 企業版２℃目標(SBT)と再生可能エネルギー 
企業が自ら気温上昇を２℃以下とするに十分な排出削減目標を設定する「企業版２℃目標

(SBT)」イニシアチブ[28]は、日本でも CDP質問書の評価対象となっていることから、設定する企

業が多い。 
2017 年 11 月 10 日現在、日本企業で設定を宣言している企業（認定済み企業も含む）は 40 社

あり、うち 14 社の目標が認定されている（表 11 参照）。設定企業は、CDP 質問書の対象となっ

ている時価総額の高い上場企業である。 

表 11 企業版２℃目標が SBT イニシアチブによって認定された日本企業 14 社とその目標[28],[29] 

企業名 Scope 基準年 目標年 単位 概要 
第一三共 1+2 2015 2030 総量 事業活動の排出量を 27%削減 

3 - 2020 - 主要サプライヤーの 90%が削減目標を設定す
る 

川崎汽船 1 2011 2030 原単位 輸送単位あたりの排出量を 25%削減 
1 2011 2050 原単位 輸送単位あたりの排出量を 50%削減 

キリン 1+2 2015 2030 総量 排出量を 30%削減 
3 2015 2030 総量 排出量を 30%削減 

コマツ 1+2 2010 2030 原単位 製造 1 単位あたりの排出量を 49%削減（ただ
し、総量目標が SBT 基準をクリアしていること

から逆算して算出） 
3 2012 2030 総量 排出量を 46%削減 

コニカミノ

ルタ 
1+2+3 2005 2030 総量 排出量を 60%削減（ただし、内部的にはスコー

プ 1+2 の単独目標を設定、SBT 基準のクリア
を確認） 

ナブテスコ 1+2 2015 2030 総量 排出量を 30%削減 
1+2 2015 2050 総量 排出量を 80%削減 

リコー 1+2 2015 2030 総量 排出量を 30%削減 
1+2 2015 2050 総量 ネット排出量をゼロ 
3 2015 2030 総量 排出量を 15%削減 

ソニー 1+2 2000 2020 総量 事業活動の排出量を 42%削減 
1+2+3 2008 2050 総量 2050 年環境フットプリントゼロに向け、90%削

減 
戸田建設 1+2 2010 2030 総量 排出量を 35%削減 

1+2 2010 2050 総量 排出量を 57%削減 
3 2010 2050 原単位 床面積（施工、竣工した物件）あたりの原単位

を 55%改善 
富士通 1+2 2013 2030 総量 排出量を 33%削減 

1+2 2013 2050 総量 排出量を 80%削減 
3 2013 2030 総量 排出量を 30%削減 

電通 1+2 2014 2030 総量 排出量を 24%削減 
3 2015 2050 原単位 1人あたりの出張に係る排出量を 25%削減 

注）2017年 11月 10日時点  
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表 11 企業版２℃目標が SBT イニシアチブによって認定された日本企業 14 社とその目標[28],[29](続き) 

企業名 Scope 基準年 目標年 単位 概要 
パナソニック 1+2 2013 2030 総量 排出量を 30%削減 

1+2 2013 2050 総量 ネット排出量をゼロ 
3 2013 2030 総量 販売した製品からの排出量を 30%削減 

富士フィルム 1+2+3 2013 2030 総量 排出量を 30%削減 
LIXIL 1+2 2015 2030 総量 排出量を 30％削減 

3 2015 2030 総量 製品利用からの排出量を 15％削減 
注）2017年 11月 10日時点 
 
SBTでは、２℃目標の排出シナリオとして、図 15に示した 4種の排出シナリオを認めており、

そのシナリオからそれぞれの企業が自社の削減目標を設定する際の方法論として、7 種の方法論

を認定している。図 15では、7種の方法論（詳細は、表 12参照）について、タイプ別に 3種（部

門別手法（原単位収束・同率削減）、総量の手法（同率削減）、経済基準の手法（同率削減））に集

約していることに留意されたい。 
 

 

図 15 SBT の考え方の枠組み 

  

炭素予算
(カーボン・バジェット) 2度以下とする炭素予算(1010 GtCO2)

排出シナリオ

IPCC 4AR(A-450ppm CO2eq)

IPCC 5AR(Overshoot <0.4 W/m2)

IPCC 5AR(RCP 2.6)

IEA 2DS(ETP 2016)

SBT手法

部門別手法(原単位収束・同率削減)

総量の手法(同率削減)

経済基準の手法(同率削減)
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表 12に、7つの方法論について概要をまとめた。実際に多く利用されているのは、総量同率削

減と、部門別脱炭素化アプローチ(SDA)の 2種であり、SBT設定マニュアル[30]でも、まずはこの

2つの利用の検討が勧められている。 

表 12 SBT が認定している 7 つの企業の目標設定の方法論[28],[29] 

名称 略称/日本語 概要 基準 

Absolute Emissions Contraction 総量同率削減 認定排出シナリオと同じ軌道、ま

たは同じ削減率で削減。（同率削

減） 

総量 

Sectoral Decarbonization 
Approach  

SDA IEAの 2℃シナリオの部門別原単
位に 2050 年に収束するように設
定。ただし、複合部門は総量の同

率削減。 

部門別/部門
によって原

単位 

Corporate Finance Approach to 
Climate-stabilizing Targets  

C-FACT 総量目標であるが、計算プロセス

として付加価値（粗利益）あたり原

単位をどの程度減らすべきかの

計算を含む。同率削減。 

総量 

Climate Stabilization Intensity 
Targets  

CSI 付加価値あたり GHG 排出量が

世界全体の比率と同率にて削

減。 

付加価値あ
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Context-based Carbon Metric CSO 同上であるが、OECD の排出総

量についてバジェットを上回らな

いように調整するロジックを付

加。 
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Greenhouse Gas Emissions per 
Value Added 

GEVA 付加価値あたり GHG 排出量が

世界全体の比率と同率で削減。 
付加価値あ

たり原単位 

3% Solution 3%ソリューシ
ョン 

米国企業について、2020 年の国
の目標を達成するべく部門別に

目標設定。同率削減。 

部門別原単

位 
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表 12に、7つの方法論について概要をまとめた。実際に多く利用されているのは、総量同率削

減と、部門別脱炭素化アプローチ(SDA)の 2種であり、SBT設定マニュアル[30]でも、まずはこの

2つの利用の検討が勧められている。 
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SBTイニシアチブが設定している要件の概要を、表 13にまとめた。 

表 13 SBT 認定要件の概要[28],[29] 

項目 必須要件・推奨条件 
1. 対象（バウンダリ） 企業全体（子会社含む）*のScope１及び 2をカバーし、すべてのGHGが対象

（必須）。 
2. 基準年・目標年 ・基準年はデータが存在する最新年とすることを推奨（未来の年を設定するこ

とは認められていない） 
・目標年は公式提出時点から最低 5年、最長 15年以内**（必須）。 

3. 目標水準 ・最低でも 2℃目標に則した削減目標を設定していなければならない（必須）。
さらに、1.5℃目標を目指すことを推奨する。 
・SBT 事務局が認定する SBT 手法（7 手法）と排出シナリオ（4 シナリオ）の組
み合わせにより目標設定（必須）。*** 

4. スコープ３ ・スコープ３排出量の概算（スクリーニング）を行い、Scope3 排出量が

Scope1+2+3 排出量合計の 40%以上の場合に Scope3 目標を設定しなくて
はならない（必須）。 
・目標の範囲は 
①上位 3カテゴリの排出の全てをカバー、または 
②Scope3排出量全体の 2／3の量をカバー、 
のいずれかの条件を満たすこと（必須）。 
・Scope3の目標は「野心的」であることが求められる。「野心的」であることを
示すために、どのように排出削減に取組むかを示し、それが現状の最大限の

取組みであるということの明示が必要。 
5. 報告 企業全体のGHG排出状況を毎年開示（CDPへの回答等）（必須）。 

*親会社のみの目標設定を推奨。ただし、子会社が独自に設定することも可能。 
**長期期目標（例えば 2050年目標）の提出も推奨。 
***総量同率削減の場合の認定の最低要件としては、2050年までに 2010年比で 49%削減である。部門別の場
合は SDA等によって部門別原単位（IEA推計値）を参照する。 
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SBT に目標が認定されるためには、2010 年比で 2050 年までに最低 49%総量削減することが最

低条件であり、これを実現するためには、例えば目標年を 2030 年とすると、2010 年比で 25～29%
総量削減、2010 年比での年率削減では、同率削減の場合は毎年 1.7% /年、同量削減の場合は毎年

1.2% /年相当を削減ということになる（図 16 参照）。 
 

 

 
 

図 16 SBT 認定のために総量削減で必須の削減量[28],[29] 

 
このように、大幅な温室効果ガス削減を企業が宣言し、実際に達成しようとする場合、大幅な

省エネルギーに加えて、再生可能エネルギーの活用が必須となってくる。特に、グリーン電力を

選んで購入することで、スコープ２のマーケット基準法に基づく温室効果ガス排出量を大幅に削

減することができるようになる。 
なお、SBT イニシアチブについても、スコープ２については、GHG プロトコルに準拠してお

り、目標はマーケット基準法、ロケーション基準法のいずれによっても設定することが可能であ

る。 
SBT に認定されるような大幅削減を企業が達成しようとするならば、グリーン電力を選んで購

入し、マーケット基準法に基づくスコープ２の温室効果ガス排出量の削減をするのは必須である。 
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3.4 再生可能電力 100%宣言(RE100) 
企業が自ら利用する電力の 100%を再生可能エネルギーとすることを宣言する RE100[4]につい

ては、2017年 11月 10日現在、114社がコミット（宣言）しており、コミット企業数は日々増加

している。日本では、リコーと積水ハウスが宣言しているが、SBTほどの盛り上がりを見せては

いない。 
RE100の要件(Criteria)の概要を表 14に示した。 

表 14 RE100 の要件(Criteria)概要[31] 

項目 必須要件・推奨条件 

1. 対象（バウンダリ） 企業全体の操業にかかる電力の消費（自家発自家消費も含む） 

2. 基準年・目標年 特に要件なし 

3. 目標水準 100%を再生可能エネルギー源とする 

4. 再エネとは バイオマス（バイオガスも含む）、地熱、ソーラー、水力、風力* 

5. 利用可能な手段 自家発電や購入電力（証書等含む）等 7種について可能 

6. 報告 年に 1度 RE100ガイダンスに準拠した報告を行う 

7. 検証 消費については第三者検証が必要。必要に応じて発電についても必要 

8. その他 ダブルカウントを防ぐためにトラッキング等の整備が望まれる 

*技術アドバイザリグループは、環境や社会的持続可能性の観点から、今後これらの技術を評価し、推奨条件や基
準を導入する可能性がある。 

 
RE100 の要件に明示されている再生可能電力の調達方法[31]について、下表にまとめた。自家

発電に加えて、他社が自社のために発電を行う設備からの購入、グリーン電力メニューに加えて、

再エネ属性を分離して扱う証書を通じた達成も認められている。 
 

表 15 RE100 にて達成に利用可能な再エネ電力の種類[31] 

自家発電 
1. .企業が保有する発電設備による発電 
購入電力 
2. 企業の敷地内にサプライヤーが保有する設備からの電力購入 
3. 企業の敷地外に設置した発電設備を、系統を経由せずに自営線を経由して利用 
4. 企業の敷地外にある系統に接続した発電設備からの直接調達 
5. サプライヤー（電気事業者）との契約（グリーン電力メニュー） 
6. 再エネ属性を分離して扱う証書の購入 
7. それ以外の方法 
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では、RE100にコミットした企業は、実際にはどのような手段での達成をしているのだろうか。

2017 年に発表された 2015 年の達成手法[32]、つまりどのような形態で再生可能電力を調達した

かについて、図 17に示した。この時点でのコミット企業数は 87社であり、日本企業はまだゼロ

であった時点である。 
電力とは切り離した形でのグリーン電力証書による達成量が全体の約 6割を占め、次に多かっ

たのが、電力会社が供給するグリーン電力メニューによる 35%であった。 

 
図 17 RE100 コミット企業の 2015 年再エネ調達手段[32] 
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87 社を部門別に分け、その総電力消費と再エネ調達量（%で表示）、そしてコミット企業をまと

めたのが、図 18 である。達成率が最も高いのが電気通信サービス部門であり、次に高いのが情報

技術部門である。自動車などが含まれる一般消費財・サービス部門においても、達成率は 20%と

それほど低くはない。 
 

 
1)食料・飲料・洗剤等。2)自動車・電気機器・衣服等。3)建築・設備・機械等。4)医薬品・医療等。 

図 18 87 社の産業部門別総電力消費と再エネ電力調達量、再エネ達成率(2015 年)[32] 

 
なお、RE100 技術アドバイザリ委員会は、RE100 要件に加えて、ベストプラクティスとして、

「信頼性のある再生可能電力権利主張とは(Making credible renewable electricity usage claims)」とい

うペーパー[33]を発行している。そこには、信頼性のある再生可能電力権利主張の定義として、以

下の条件をあげている。 
1. 信頼できる発電データ 
2. 属性の集約 
3. 所有権の排他性（ダブルカウント防止） 
4. 属性の権利主張の排他性（ダブル主張防止） 
5. 地理的市場の限界 
6. 古さの限界 
「1. 信頼できる発電データ」については、まず、静的（固定的）データであるエネ源、発電所

の場所、運転開始時期といった属性については、第三者検証を受けること、としている。また、

発電量といった動的データについては、それに基づいた料金徴収ができる程度に精密な電力計に

よって計測し、そのデータに基づいて証書発行を行うことが好ましいとしている。 
「2. 属性の集約」については、発電に係る全ての属性（排出原単位、環境価値、地域振興価値

等）は、まとめて扱うべきであり、1 つでも属性を販売してしまった場合には、他の属性を別の
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主体に別途販売することはあってはならないとしている。 
「3. 所有権の排他性」については、①契約には、発電の属性について、“財産権”を含み、法的

強制力があること、②発電から消費までがしっかりトラッキングされるか、法的拘束力のある契

約や法律で同様のことが担保されていること、としている。 
「4. 属性の権利主張の排他性」については、トラッキングに乗ったとしても、例えば規制目標

達成のために売電事業者が「再エネである」という属性を利用した場合は、その再エネについて

は、消費者は権利を主張しないということが言われている。 
「5. 地理的市場の限界」については、証書や属性は、証書の取引や権利主張を行う際の同じ“市

場”に地理的に所属する地点から発生している必要がある。この「市場境界」については、電力

についての法律や規制の枠組みが同じである地理的境界であるとされている。また、物理的な系

統の接続がない限り、国際的かつ大陸をまたぐ地域というのは、同じ市場とはいえないとしてい

る。 
「6. 古さの限界」については、属性や証書の古さ、つまり発電がおこった時点については、電

力消費の報告年に近いことが望ましいとしている。どの程度までが望ましい範囲であるかについ

て、正式な合意はなく、市場によっても異なるだろうとしている。事例として、米国の Green-e 証
明プログラムについては、21 カ月以内に行われた発電について妥当としているものを紹介してい

る。 
 
3.5 まとめ 
パリ会議の前に、非政府主体も含めたすべての主体が行動を起こすことこそが重要であるとい

う機運が高まり、リマ・パリ行動アジェンダ(LPPA)[23]として 2014 年に発足し、2015 年のパリ協

定付属文書[25]にも、非政府主体についての記述がされている。 
UNFCCC による、非国家主体気候変動活動(NAZCA, Non-State Actor Zone for Climate Action)[26]

には、2017 年 11 月 9 日現在、約 2,500 都市、約 2,100 企業を含む約 12,500 のコミットメントがな

されている。その中で、企業の行動に焦点をあてた We Mean Business 連合[27]による行動リスト

には、2030 年ごろまでのそれぞれの企業の GHG 削減目標に認定を出す企業版２℃目標(SBT）の

設定や、操業に消費する電力の 100%を再生可能エネルギーとすることを宣言し、毎年進捗を報

告する RE100 イニシアチブ[4]などが含まれる。SBT の設定は、特に CDP 質問書の評価対象であ

ることから、設定が進んでいる。また、RE100 については、特に再エネ調達が容易かつ安価な場

所に位置する企業のブランディング戦略として、また、SBT 達成のための手段として、2017 年 11
月 10 日現在で 114 社が宣言している。 

SBT の達成については、GHG プロトコルスコープ２ガイダンス[10]に基づいたマーケット基準

法によるスコープ２の算定が可能であり、設定した SBT 達成のための再生可能エネルギーへの需

要は、今後高まることが予想される。また、その際には、GHG プロトコルスコープ２ガイダンス

が示す品質要件を満たし、可能であればヒエラルキーの高いものへの選好が高まると予想される。 
RE100 の達成[32]については、自家発電から、市場からの調達、そして電力と切り離した証書

についても認められており、宣言企業 87 社の 2015 の調達実績の約 6 割が電力と切り離した証書

によるものであった。 
再エネトラッキングシステムが整備され、安価に再エネトラッキングが実現している市場にお

いて、再エネの調達はより安価かつ容易に行うことができ、SBT の設定や RE100 の宣言、達成に

ついても、そのコストやアクセスの容易さが市場環境として、投資家からの評価に影響が出るこ

とが考えられる。 
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4. 日本における再エネ調達の現状と課題 

4.1 日本における再エネ調達の現状の概要 
日本で再エネを調達しようとしたら、どのような手段があるのだろうか。表 16に、日本で現在

と近い将来に利用可能である再エネ調達手段についてまとめた。現時点では、グリーン電力証書、

再エネ J-クレジット、東京電力が提供する“アクアプレミアム”という電力メニュー[34]のみであ

るが、今後非化石価値証書を活用した電力メニュー、自主的トラッキングシステムを活用した FIT
以外の証書・電力取引が可能となる見込みである。 
FIT で大幅に増えた再エネについては、固定価格買取制度によって環境価値を電力消費者が賦

課金として負担していることから、環境価値は電力消費者に薄く広く行き渡っているため、FIT電

源のみの再エネによって小売事業を行ったとしても、その環境価値を主張することはできないと、

日本政府が整理をしている18)。 
その結果、グリーン電力証書、再エネ J-クレジットは、FIT 買取をされていない電力のみを対

象としており、その大部分が家庭用太陽光発電やバイオマス発電所等の自家消費分であり、規模

は大変小さい。 

表 16 日本での再エネ調達手段の現状と課題 

 グリーン電力証書 再エネ J-クレジッ

ト 

非 FIT電源による

電力メニュー 

FIT 電源による電

力メニュー（非化

石価値証書活用） 

現状 利用可能 利用可能 利用可能* 2018 年から可能

となる見込み 

対象電力 FIT 以外の再エ

ネ、主に自家消

費分 

FIT 以外の再エ

ネ、主に自家消費

分（家庭用太陽光

が多い） 

FIT 以外の再エ

ネ、系統接続分 

FIT によって買い

取られている電

力 

購入可能主体 小売電気事業

者、消費者等 

小売電気事業

者、消費者等 

消費者 小売電気事業者

(JEPX 登録事業

者) 

GHGプロトコルのマー

ケット基準法品質基準 

合致 合致 合致 合致の見込み 

課題 自動化されてい

ないことから、規

模拡大が難しい。

コストが高くなる

要素がある。 

自動化されておら

ず、手続きが煩雑

である。 

第三者による監

査などを行ってい

ない。 

エネ源や、どの設

備か、追加性など

の情報がない（エ

ネ 源 選 択 に 制

限）。 

発行者[35] グリーン電力証書

発行事業者（証書

の制度は経済産

業省と環境省が

共同で運営） 

国（経済産業省・

環境省・農林水産

省が共同で運営） 

 非化石価値証書

は低炭素投資促

進機構（国が指定

した費用負担調

整機関）が発行 

供給規模[35],[36] 3 億 1100 万 kWh

（2016年度） 

約 15億 kWh 

（2016 年度、CO2

排出量から換算） 

― 500 億 kWh 以上

（2017年 4～12月

発電分、予測） 

*現在、東京電力エナジーパートナーズが、非 FIT の大規模水力発電のみをメニュー別係数の精度によって販売

する「アクアプレミアム」[34]を販売している。 
                                                        
18) ドイツでは、FIT電力についても、賦課金を支払っている需要家については、相当分を再エネとして消費を主

張できるとしている。一方、ドイツ以外の欧州では、FIT電力についても証書として切り離して扱っている。 
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表 16 日本での再エネ調達手段の現状と課題(続き) 

 グリーン電力証書 再エネ J-クレジット 非 FIT 電源による

電力メニュー 

FIT 電源による電

力メニュー（非化石

価値証書活用） 

価格[35] 発行事業者によっ

て異なる、大量に

購入する場合で 3

～4 円/kWh 程度

（2016年度） 

入札状況によって

変動、2017 年 4 月

に実施した入札で

は平均 0.5 円/kWh

程度（CO2 排出量

から換算） 

相対契約によるこ

とから、不明 

入札状況によって

変動、最低入札価

格は 1.3 円 /kWh

（2017 年 4～12 月

発電分） 

 
4.2 メニュー別係数 
2017年 4月から、電力小売事業者は、グリーン電力メニューを販売し、それを購入した消費者

は、そのメニューの排出係数を用いて温室効果ガスの算定ができるようになった[37]。この制度

に基づいて新たに販売が始まったのが、東京電力の提供しているアクアプレミアムであり、ソニ

ー株式会社や三菱地所などが購入している。アクアプレミアムに基づく電力は、GHGプロトコル

に基づく排出算定では CO2排出量はゼロであり、企業が利用する電力の全量をアクアプレミアム

にて契約した場合、その企業のスコープ２のマーケット基準法に基づくCO2排出量はゼロとなる。 
図 19 に、メニュー別係数に基づく排出算定方法について、文献[37]より引用した資料を示す。

調整後排出量について、該当年のメニュー別係数を利用することが示してあるが、GHGプロトコ

ルスコープ２ガイダンスが示すような、マーケット基準法による算定においては、残渣係数を利

用することなど、ダブルカウントを防ぐ措置については、整理が不十分な個所が残る。 
一方、メニュー別係数を公表する企業は、それ以外の残渣ミックスによる排出係数も公表する

こととなっており、それを活用してマーケット基準法に基づく排出量を計算し、CDP等への報告

に活用することは可能である。 

 

図 19 温対法におけるメニュー別係数公表電気事業者からの電力供給による排出算定方法[37] 
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4.3 非化石価値証書 
FIT によって買い取った電力の環境価値について、今後、証書化して取引を行うこととしてい

る[38]。取引については、一般社団法人日本卸電力取引所(JEPX)にておこなうことになっている。

購入できるのは、小売電気事業者のみであり、消費者が直接証書を購入することはできない。非

化石価値証書を活用して、再生可能エネルギーメニューを構成し、それを消費者が購入するとい

う考え方である（図 20参照）。 
 

 

図 20 非化石価値取引市場のイメージ[38] 

 
また、図 21に示すように、非化石価値証書を販売した収入については、再エネ賦課金の低減に

活用される。 

 

図 21 FIT 環境価値の適切な評価による賦課金負担の軽減（イメージ）[38] 

 
2017年 11月 28日に発表された資料[39]によると、経済産業省では非化石価値証書の価格を最

低 1.3 円、最高 4 円とし、その間の価格で高い価格の入札を行った小売電気事業者から、証書を

割り当てることとしている。入札価格によって販売が実施される「マルチプライスオークション」

形式が提案されている（図 22参照）。 
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図 22 FIT 再エネの非化石価値証書の取引スキームと入札価格決定方式[39] 

 
4.4 非化石価値証書への需要をめぐる課題 
非化石価値証書への需要は、十分生じるのであろうか。 
非化石価値証書は、エネルギー供給高度化法[40]に基づき、自ら調達する電気の非化石電源比

率を 2030 年度までに 44％以上にすることが求められており、そのための非化石電力調達につい

て、原子力や水力などの電源を保有する一般電気事業者以外も非化石電源へのアクセスが公平に

なるべく、構築された仕組みである。よって、現状、小売事業者にとっては、2030年度単年度に

おいて非化石比率を達成するという義務のみが課せられた状況であり、それまでの約 10 年間に

ついては、購入のインセンティブがない状況である。 
そこで期待されるのが、企業や個人が再生可能エネルギーを選んで購入するというモチベーシ

ョンである。前述の RE100 や CDP への報告のために、再エネを選んで購入したいという企業は

増加傾向にある。一方で、RE100においては、トラッキングシステムが整備されていること、な

いしは契約に基づき、ダブルカウントがないような状況が担保されていることが重要であるとさ

れている。環境価値の取引について、様々な独立したシステムが複数存在する日本について、

RE100技術委員会が、トラッキングが実現しているとみなすかについては、不確実性が存在する

（図 23参照）。 
 

 
 

図 23 非化石価値証書の課題①：仕組み間のダブルカウントなしの担保ができていない 
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また、アップル社などの企業では、再エネの“質”についても、各社独自の要件を設定してい

る。その要件とは、既設の再エネではなく、再エネを増やすような証書であることや、バイオマ

スについては調達の持続可能性基準についても基準がある。また、消費地と近い場所での生産を

選好する傾向もあり、そのような要件に対して、１年間ないしは四半期の再エネであるという情

報だけを保有する非化石価値証書が、あまり魅力的な選択肢とならないことは十分考えられる（図

24参照）。 
 

 

図 24 非化石価値証書の課題②：十分な属性情報は提供されない 

 
企業が投資家に評価され、資金潤沢に持続可能な経済活動を行うためには、国際基準に合致す

る再エネ調達環境が重要であり、現状ではそれが不十分な形となる恐れがある。 
また、FIT終了後については、FIT外の電源についてのトラッキングシステムについても、整備

する必要がある。（図 23では、「その他自主的トラッキング」と記述） 
 

5. 政策立案のための提案 

日本がグローバル企業にとって、魅力的な再エネ環境となるには、何が足りていなくて、何が

必要なのであろうか。 
理想的な状況としては、日本に再エネの環境価値を含む属性価値を証書として発行する機関が

１機関存在し、電子的なトラッキングシステムを運用することである（図 25参照）。現状では、

グリーン電力証書についてはグリーンエネルギー認証機関（日本エネルギー経済研究所内）、（再

エネ）J-クレジットについては経済産業省と環境省が運営する事務局、非化石価値証書について

は FITの費用負担調整機関がそれぞれ、環境価値の発行・流通を監督・実施している。欧州の場

合は、各国に１機関、issuerと呼ばれる証書発行機関が政府によって任命されている。米国の場合

は、電力系統を運用する独立系系統運用機関(ISO)やそれに相当する機関が、電力の流通と同時に、

証書の発行と流通を管理している。日本の現状は、グリーン電力証書、J-クレジット、非化石価値

証書それぞれの中でのダブルカウントは防ぐ措置が厳密に実施されているものの、仕組み間での

ダブルカウント防止の検証などは仕組みとして確立していない。そのような仕組みを検証といっ

た方法で実施することも可能であるが、手間がかかり、コストも大きくなることが予想される。

中期的には、電子的トラッキングシステムを整備し、グリーン電力証書、J－クレジット、非化石

価値証書取引など、様々な“ブランド”の証書を発行する基盤として、政府からの委託のもと、

運営することが望ましい。 
ただし、非化石価値証書取引については、すでにスケジュールも公表され、現状案で実施する

ことを覆すことは難しいことも予想される。そのような状況としては、まずは非化石価値取引市

場において、または付帯的に、エネルギー源や発電所、発電についての基礎情報を取引する仕組

みを導入することを提案する。 
それとは同時並行に、GHG プロトコルスコープ２ガイダンスが推奨するトラッキングシステ
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ムを、非 FIT 再エネについて実施し、順次非化石価値証書についても、１つのトラッキングシス

テムに統合するといった段階的実施が、現実的であると考える。 
 

 

図 25 望ましい状況と実現のための段階についての提案 

 
日本が再エネの調達できない市場になることで、今後企業が日本での操業を撤退することも考

えられる。日本でも十分に再エネが安価に調達できる市場を、官民が協力しながら実現すること

が、日本の雇用維持、経済維持（成長）、そしてパリ協定の順守を同時達成する条件となってくる

だろう。 
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